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1. 学校の教育計画
学校経営の基本的在意義は、学校Uておいて行われる教育が効果的にその目的を達成されるよう
に機能するところにめるO したがって、学校教育の目的に対して、学校経営が手段としての地位
にあることはいうまでも左L、。また、その手段が単に静的に存在するだけの意味ではなく、効率
的κ自的達成への機能的な働きをするのでなければならないことも、明らかであるといえよう。
そもそも、効率を度外視した経営の概念はありえ在いのであるからO
学校経営における上の基本的観念、す左わち、教育目的達成の手段であることしその目的達
成を効率化することとは、学校経営の研究と実践に当って、常l!L基底κ据えられていなければな
らなL、。手段的地位にある学校経営という観点においては、学校教育が組織的教育である現代に
あって、学校経営は組織の統括作用を営むがゆえに、学校経営はきわめて重要な役割の手段とし
て重視されるべきである。学校の呂様設定κ始まる一連の教育活動を、すで托みずからの機能に
収める学校経営は、教育の効率と結びつき、その笑現を左右するという点Kおいて重要性を有し
ているわけであるO
現代の学校教育が教育の質的側面Uておいて問題視され、具体的にはその内容や方法が関われて
いるとき、それらのどの側面においても学校経営が本質的に問題とされ在ければ走ら左いのであ
って、まさl!L現代は経営の時代とさえいうことができるであろう。だが、学校経営の質の改善を
強調することは妥当であるとしても、さき K述べた意味で学校経営が教育の目的を達成するため
の手段であることを越えて、それ自体が目的視されては在ら左いのであるG かつての教育政策が
政策教育と評されたように、手段と自的が倒置される結果、教育をその部分的目的κ狭めてしま
い、あるいは教育κ非人間性を強要するK歪るというよう左状況に陥らしめる L というような事
態を再現しては走らないのである。具体的κいえば、!日来の管理概念の下で、あまり κも!日い意
識比導かれて学校経営が目的視されること κよって、あたかも教育そのものが経営の手段と在る
よう左状況を生み出しては左ら左いのである。
あくまでも、教育の本質K却した学校の経営が強調される必要があるO しかし、実際的見地か
ら学校経営の機能をみるとき、純粋に教育の白的実現を志向しつつも、現実的条件をふまえなが
ら着実に教育の突を具現するのが学校経営であるから、経営行為自体が重要な目的活動とされな
ければ左ら左いほど、意義の深さを備えているのも事実であるO 学校経営は抽象的Vては、学校と
いう組織の統括作用であると考えられ、具体的には学校の教育目標を設定し、この具体的自擦を
達成させるためK各種の教育活動を整え、それによって実質的な教育自擦を実現させる機能を掌
っているのである。こうしてみると、学校経営機能は経営の内面K教育の具体的目的を再構成し、
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しかもこれを具現する手段を組織し、運営する機能を営.むものといえる。これらの点から、学校
経営研究の実際K当っては、理論的κも実践的詑も、ま ζ と陀犠広い諸問題を含むことと在るの
であるQ
ととろで、学校経営の理論的研究は、真Uて学校経営の実践托基本的な導きを与えるほど陀、経
営行為花関する因果関係、を十分κ明らか左らしめていないまま、個々の経営問題を叙述しているか、
あるいは対症療法的在解法を与えている段階忙あり、 今後民残されるところが大であるが、こ
の小論叱おいては、具体的、実践的在学校経営の基本問題の一つ、学校の教脊計画K関して論を
進めてみたい。♂
教育計蕗の名称は、たとえば文部省の「小学校経営の手ヲu(昭和 24年)のよう托、当初は
各学校において「どん左ふう κして子供を教育したらよいのjかの計画を立てることの意味で用
いられていたO ここでは、子どものために必要左教育課程や学校濃境、教師の組織…が計画化さ
れ左ければ~らまいと指摘しているo 学校ごとの教育活動の計画が教育計画とされていたのすであ
るが、その後における社会変化托つれて、地域社会的、あるいは経済社会的左計画の一環として
教育法設計することの意味叱用いられるように左孔しだい托学校が経営的K計画する意味から
離れていった傾向花あるO
しかし、学校の教育計画という語の意議は、現代(1[おいて再認識されなければならな〈なって
いるo い今までも在く、学校の教育計画とは子供をL、か陀教育するかの計画であって、教育の包
様、内容、方法、組織等にわたり、実践のための指擦と道程を構成することであるG そしてこの
よう托計画化をはかることは、組織体としての学校を統括し、組織の経営を通して学校教育の効
率的笑演をはがる学校経営の重要在役割である。この場合に教育計画の中心と在るものは、学校
の教青そのものめ計画、すなわち教育課程であることはいうまでも左いであろう。教育されるべ
き内面的価髄の系列化を中軸とし、各議の手段を周辺比配慮することによって、教膏諜程の計題
は純粋に教育自体の計画から、しだいκ経営全般の計画ヘと広がりを持つ托歪るのである。
しがじ、'敗戦直後の}時期托おいて、カりキュラム中心の学校経営。が盛んであったにもかかわ
らず、その後、教育行政体制が整備される陀伴って、教育課程:そのものの研究も、独自の教育課
程を開発しつつ行う教育の実践的試行も、非常陀衰退じているのではまいか、と考えられるO と
の原因陀はさまざまなものがあげられている。教育課程の基準である学習指導要領の拘束性が指
摘され、これを背景とする教育行政の締め付け、それ陀伴う教育者の無気力化などが、しばしば
問題視されているG しかし、これらの事柄の関連が、どれほど因果関係を有Lでいるかは、実際
上で十分解明されているわけではないのであって、こうした実情の変還を歴史的'陀辿ることは、
学校経営史めよでまとと叱興味ある問題である。しかし、ととではそれを控えて、今回の教育課
程審議会が教育課程の基準の改善を答申するに当ヮて、重視してきた教育課程の基準の弾力化と、
学校経営κ;おける教育課程t学校生活の問題K焦点をあてて、計画性の問題を考えてみよう。
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2. 答申Kみる基準の弾力性と学校の創意
教育課程審議会の答申「小学校、中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善KついてJ(昭
和 51年 12月 18 B )托おける重要な視点は、 「教育課程の基準の改善の基本方安打、わけて
も「教育課程の基準の改善のねらいJの中托明確托されており、その具体的左展開は「教脊課程
の編成J、 f授業時数J、および「各教科，科目等の内容Jの中で、細部にわたって示されてい
る通りであるO その詳細をここに論述することは控えなければならないが、学校経営における教
育計画の観点から特陀重視すべき要点は、次のようなところであろう。
まず基本的ま改善のねらいとして、、①人間性豊か左児童生徒の育成、②ゆとりのある、しかも
充実した学校生活が送れるようにすること、③国民として必要とされるp基礎的・基本的な内容を
重視するとともU亡、児童生徒の個性や能力κ応じた教育が行われるよう托すること、の三点があ
げられているO この基本的在改善のねらいは、学校教育の現状や学校をとりまく社会の状況から
考えて、根本的K今日の教育を質的K転換させようとする意図を有しており、記憶主義、‘駈歩主
義、詰込み教育、受験体制……と現代のジャーナリズムが口をそろえて批判する学校教蒜を、そ
の根底から改革しようとするものである。その方向は知識主義の偏重を:去って、教育の基本的理
念である人間性の教育に立戻ろうとするものであり、知性的人間の教育を実現すること Kよって、
みずから考え、正しく判断して、すぐれた行動の人を育成しようとするものであるといえる。
この基本的左改善のねらいは、現行の学習指導要領が客観的志社会変化児暴づく社会的要詩、
あるいは急激左知識の増加を背景とする学習内容の消化など、学習表自体め観点よりも外的条件
による計画化陀依拠するところが多かったのκ対し、答申の基調を子供の慎Jvc立って構想すると
ころκ、重要左ポイントを示しているといえる。学校陀おける教育計画は、根本的κこの視点を
見逃しては左ら;をいであろう。もっとも、人間性とは何かのとらえ方が単にあるがままの人間と
解されては走らないよう托、子供の1Jtijvc立つ教育と教育課程といっても、決して客観的文化の無
視につながるような教育をめざすものではなく、基礎的・基本的な学習事項の特選と、ゆとりゐ
る学習托よって教育の質的転換を期していること氏、紹心の注意が必要とされよう。
第二花、今回の答申托おいて笑質的に顕著左改革として示されているの紅、教育の改善が学校
の創意と教師の責任托基づくところを強調する点でめろう。答申を受けた永井文相(当時)は、
その直後の印象e:，:Lて新教育課程の五つの自様を提示している。①ゆとりあり、しかも充実した
学校生活、②知徳、体の基礎と基本を確実K身Kつけさせる教育、 a③自ら考え、行動する個性・能
力と連帯セ重視する:教育対 1④教師の教育愛と創意工夫K文えられた教育、⑤21世紀の世界民生
きる日本人の脊;成巳3が母れであるO また、審議会の全過程を通して、個々の問題について改馨を
するため陀は、終局的K は常K教締の費!j~意と努力托待つべき点がきわめて大である、と指摘され
てきたのが事実であるo
「各学校托おける教育が議Ij~意を生かし、それぞれの地域や児童生徒の実態K郎して適切死行わ
れるよう托jという趣旨から、教脊課程の基準をいっそう強方化しようと意図したことの中κ、
すで陀基本的在意図が明確である。それは単民よくいわれている学習指導要領〈の拘束性への譲歩
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というよりは、学校活動の創意性を生かすためである。当初より、教課審は教育課程は学校比お
いて作成されるべきものであり、じたがって、答申は全国的レペノレの問題として当然記教育課程
の基準を提示すべきもめと措定していたのである。その基準を永遠不変のものとしてでは在〈、
現代の学校とその教育の実構κ照らし、当面改善すべき方向として示したもの左めである。しか
し、教育課程の基準そのものの弾力化を図る姿勢は、きわめて異例のことでもあ'った、といえよ
う。
この基本方針托もかかわらず、常比反体制的論者の中柁は教育の質的転換の基本的精神を理解
しようとし左い人々がある。この立場からはいつも、昭和26年の学習指導要領(試案)が引合
比出されるが、そ・れが試案であった意義をL、かK理解しているのかは別として、 26年版陀おい
ても、 「学習活動の選択は教師κ任されているが、学習内容の範囲とその学年への配当をかつて
に変えると…・ぃ教師は常陀学習指導要領を参考にして、学習のj蹟序を誤らないようJltCと指示し
てい石のであるO 表現は多少異るが、そして 26年版は教師個人花執着した記述に流れてはいる
が、しかし、これを学校はという点K視点を置くことによって、新しい教育課程の基準の改善κ
あたって、教謀審か学校と教師の創意と努力ltC、L、かに期待しているかは明らかであるといえる
であろう。
学校の創意花期待じた基準の改善であ石ことは、教課審の審議のまとめ(昭和51年 10月)
の中でも明瞭陀諮っており、基準の改善のねらいを実現するため叱は、 「単U亡教育課程の基準の
改善のみでは十分でえとし実際の指導における創意工夫や学校をとりまく社会の理解・協力が得
られ左ければ左ら左¥"Jとし、教課審の教育課程の基準の改善はそれを期待して検討してきたこ
とを、明らか忙しているのである。学校の創意が具体的陀現われる笑践的左問題としては、答申
中の「授業時数等Jの中K最も典型的陀示されている、とみることができる。
すなわち、年間授業日数を現行では24 0日と定めているが、この規定を作ら老いとと、およ
び‘授業時数の年間時数を総体的に削減し、授業時数の削減(特K各教科のそれ)を越えて、教育
内容の徹底精選を行おうとすること、などの中陀明瞭陀みられる。具体的左基準としての学習指
導要領、および教育員会の定める具体基準を、今後どのよう陀定めるかの問題点が残されては
いるが、少なくとも教誤審の答申の段階陀おいては、現行以上K学校ごとの教育活動が創意、をも
って円滑に行われうるよう l之、基準自体の弾力化を図っているわけであるO 細部は次節で検討す
るが、従来通りの児童生徒の在校時間はほぼ適当であるとの判断の下で、教科学習等の時数の削
減Kよって生じた時間を、学校生活自体のゆとりとするか、あるいは学校の鋭意的左教育活動の
時間とするのか、それら陀ついては国としての基準を設定せず、基準は教育課程Kついてのみ規
定する態度が明らかとされているO これらの点で、今回の答申がL九か托学校自体の識見や創意児
期待しているか、そしてまた地方で、 L、か忙基準の弾力化を意図しているかが窺btじよう。
3. ゆと bと充実の学校生活
昭和26年の学習指導要領一般編陀おiいては、 「児童7や生徒がどの学年でどのようま教科の学
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習や、教科以外の活動に従事するのが適当であるかを定め、その教科や教科以外の活動の内容や
種類を学年的に配当づけたものJが教育課程で、あると定めているO この定義は、配当づけたとす
る点で結果的であり、静的ま規定であると解され、さら K動的ま定義つeけが試みられることもし
ばしばあったが、一応、教育課程の内容を示す意味で理解されるところであるO もっとも、現行
の基準においては教育課程の編成は各教科、道徳、特別活動の三領域とされているので、との点
の差異は現K存在するのであり、また、現代Uておいては教育課程の編成と管理と L寸概念に代え
て、教育課程の開発と L寸過程柁力点を置く観点が重視されている意味の重要性も認識され在け
ればまら左L、。
上記の学習指導要領一般編では、 「との教育課程は、それぞれの学校で、その地域の社会生活
に即して教育の自擦を考え、その地域の児童や生徒の生活を考えて、これを定めるべきであるJ
としている O 現行の各学校段階どとの学習指導要領花おいても、教育課程が地域や学校の実態お
よび児童生徒の心身の発達段階や特性を十分に考慮して、学校比おいて編成されるべきものであ
るとしておにこの点では26年の学習指導要領と同じ趣旨であると考えてよいが、現実的K基
準の性格や強度をめぐる論争が絶えず、また盛られた教育内容の過多も明らかなため、今回の基
準の改訂が要誇されたことは、一般Kよく知られているとおりであろう。落ち付いた環境の中で、
子供の学習が成立することは、現代の学校Kとって緊要な課題左のであるO
今回の教諜審の答申κ当っても、教育課程の新しい定義がなされているわけではないので、根
本的左精神において昭和26年の学習指導要領一般縞の概念、を踏襲するものと考えられる。教育
課程は学校が計画する教育計画なのである。しかし、この場合比教育言十函のすべてが教育課程で
あるか、教育計画の中で教育課程の基準に示す三領域の授業に直接かかわる部分のみが教育課程
であるとすべきかは、一つの微妙、在見解を示すものと在ろう。結論的陀いえば、学校生活全体を
通しての教育計画の中で、学校の全児童生徒のため陀特定の時開設定と教育内容を意識的κ計画
したものが教育課程であり、当然、にもそれは教育計画の中枢を在すものであるが、教育計踏のす
べてである， とはL市、切れ在L、。教育課程以外κも、学校の教育的配慮の下に置かれた教育活動
は存在するのであるQ
教育課程を子供の側κ立って、学ぶ者の立場から根本的花見藍そうというのが、今回の審議会
Uておける重要左視点とされているo 単陀客観的文化の伝達托過ぎ左い教授学習、学ぶ者にとって
は受身的在学習陀終わるのでは左〈、，積極的托自己自身を充実させる学習の場を構成すべきであ
るとの観点托立っている。もちろん、とのようま学習が成立するためκは、教育課程の基準の改
善のみでは左く、学校で開発する教育課程と、これを実践する学習の指導方法や、学習の環境の
形成、したがって学校経営の改革陀待た左ければ左ら左いが、わけても教育課程自体の改善は、
教育改善の中枢的問題とされ在ければ左ら左いであろう。との際K教育課程を子どもが学校にお
いて習得する経験のすべてと解するときは、学校生活の全領域をすべて包括することと左り、最
も意識的、計画的左構成部分と、生活的陀形成される教育的部分を揮然一体化し、かえって意図
的教育の果たす機能をぼやけさせてしまう陀至るであろう。
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少なくとも、学校生活の全体の中には、中枢的な教育計画ーとしての教育課程の笑施と、その周
辺的計題としての生活領域における教育活動の二種が含まれているわけであるO そしてこの両者
は、とも K計画され、したがって教育的配慮の下児童かれ、また評価を重ねて再設計されるべき
性質のものであるが、その教育的意義は人間形成の上で通ずるものを持ちながら、同時U亡国有の
意味を有することが認められまければ左るま L、。このよう在意味で、学校生活の全体Kついて再
検討を必要とすることを打ち出したところκ、今回の答申の思わぬ妙味が存在するといえよう。
従来の教育論争は、抽象的κは子どもの遊びの意義や、学習の成立という点に視点を霞きながら、
実際には限られた学校生活をどう設計するか托焦点化されず、ひたすら教育課程内の問題のみが
問題とされてきたのであるO
学校教育の成否が大きく教育課程の良否Kかかわることについては、論を待つまでも左いこと
であるが、教育課程外の教育活動や生活そのものの持つ意義の重要性と、この教育課程外の学校
生活の教育的意味をL、か比実践的に組みこむかによって、教育課程の実施もまた多大の影響を受
けるであろうことを認識するととは、きわめて大切な教育計画上の問題点であるといえるであろ
う。従来の教育計画が、たとえゆとりと充実の学校生活という方向性K向けられたとしても、そ
れは教育課程の実践のみκ重さを撞き、他の教育活動の部分とはあまり関わり左〈考えられてき
た嫌いがあるが、創意的在学校教育は、学校生活全体において計碕化されるべきであるが、従来
の学校経営が教育課程の消化κ引きづられ、それがあまり κも実態的κ慣習化していたため、教
育謀程外の教育活動に股を向けるほどの余裕かなかった、とも考えられる。
その意味で教誤審が答申Kおける教育謀程の基準の改善のねらいの第21/[、 「ゆとりのあるし
かも充実した学校生活が送れるようにすることjを唱え、教育課程の基準の弾力化を図る，ととを
打出したζ とκ伴う諸問題をめく'って引き起こされた教育界h の警鐘は、まこと κ意味深いもの
があったといえよう。答申が学校生活のゆとりと充実を提唱する ζ とは単K教育内容の郎被とか
授業時数の軽減だけでは在く、学校生活全体の学校的裁量までを含めているO 在校時間を現在程
度が適当であるとの前提の下で、実質的には教科の時数を 10弼程度減少し、それ以上の 20--
3 0弼程度の教育内容を削減しようと意図するものであるが、そこ托生まれる余裕の時間を、学
校生活のゆとりと充実のために二つの方向で学校ごと托検討せよというのであるO
答申にいうこつの方向というのは、 f学校の活動(給食指導・休憩の時間を含む)1/[ゆとりが
もてゐょう氏するとともに、例えば体力増進のための活動、地域の自然や文化1/[親しむ体験的な
活動、教育相談花関する活動、集団行動の訓練的な活動在ど学校が創意を生かした教育活動があ
る程度確保できるよう f亡するJという方向性であるO すなわち、時間的在意味でのゆとりは、従
来まり以上K確保されることとなるが、その時間の余裕を使用するのは、ある場合1/[は特別活動
の充実として創意的な学校教育、を興してもよいし(後段の場合従相当為教育課程の改善に在る入
める場合κは学校の教育的識見[そよって時間的托生活的設計の変更児用いられてもよいのである。
この点紀最も典型的な基準の弾力化が表明されているのであるが、、巷間κ伝えられるr学校載量
の時間とはこれを指しており、一方では時間のゆとりを讃えてつ9、他方ではそれが教育課程外の
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時間であるとすれば、教師が従来の放課時限として扱い、教育にそれだけ手抜きが起こらなL、か
と憂え、それゆえVi::f尋問の使用Uてなんらかの基準を設ける必要がめる、とする議論まで、も惹起し
たのであるO との点にも学校が単κ規定の教育課程を消化する:意味でのみ、'学校生活をとられて
おり、教育課程外の生活の教育的意義を見落していた弊が表明されているといえるであろう。学
校は法的人格を有してはい左いが、学校の行う教育活動に関して事実上の蓑任主体とならなけれ
ば左らなL、。したがって、地域や児童生徒の実情を考慮し左から、特定の教育自擦に向けて学校
生活全体を教育的陀設計する嚢任を負うべきであるO
法令上の観点からすれば、学年次定めるのは文部大臣であり(学校法施説44条)、学期は公
立学校では都道府県教委か定め(向法施令29条)、授業始7終の時刻は校長が定める(同法施規
4 6条)、との規定から明らかになるように、学校生活を計画化するのは校長であり、校長は教
育の経営という観点でいっそう教育的な組織化に努めなければならないのである。どのよう左教
育課程を編成し、 L、かにそれを実践イとするかの問題とともに、教育課程外の時間が学校生活のほ
工会を占めること κ注意を払¥，'"児童生徒のゆとりと充実の学校生活の中川、都教育的時
効左手だてを講ずることは、先見性と適応、性を備えた計画を樹立しうるか否かL、かん忙かかって
L、るといえよう。
4. 学校生活の計画化と条件
教誤審の答申に示された「ゆとりのあるしかも充実した学校生活が送れるようにすることJの
意味は、上にみたようκ学校生活の全体の組み方に関しており、それは子どもの学校生活κおけ
る授業=教育課程の実施と、教育課程外の教育活動を含み、その両者をL、かκ教育的犯調和的で
あらしめるかの問題であるといえるo このゆとりと充実の学校生活が、 「人間性豊かな児章生徒
を育てるJとL寸基本的自様の達成をめざした学校好子営上の措置と考えられるべきはもちろんで
あるが、ゆとりと充実とが結び合った視点と在っていることにも、深レ考慮が必要とされるであ
ろう。単なるゆとり、しかも時間的左と L、ぅ意味だけのものでは左いのであるO
全体としての学校生活を豊か在人間性を脊てるための重要な要件とみるこ乙は、本来的に教育
学の常道てーあり、これ托呉論のあろうはずは左いのであるが、実際托学校生活をL、かK計画化す
るかについては、さして深い考慮、が払われてと左かったとみるべきであろう。戦前の教育学の中
では、教科の時間的配ヂIJや学校生活の変化などの問題が取りあげられること・はあったが、戦後の
分化した教育学の中では、どこでも重くみて取扱うということは左かった。本当は学校経営の実
践的分野の問題として積み重ねが左されてしかるべき問題在のであるが、学校経営が他の領域の
みに傾斜して、直接的な教育の経営陀理論的根拠を与ええ左かったものとみるべきであるO
戦後の学校教育κ学校給食がとり入れられ、しかもそれが単K給食というのではなく、教育と
しての意義づけが在されるようにまってからは、その教育性と教師の勤務時間の問題とが重なり
あって~学校生活の計画をいっそう窮屈なものとしたことは否定できなb、。しかん、そうした中
托あって、昭和26年の学習指導要領一般続においては、 「時間数および一自の指導計画jの中
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で、一日の学校生活をどのよう κ組めばよ L、かを示唆し、その具体的左例をあげて、たとえば休
憩時間のとり方左ど(r(ついて示しているO プログラムの弾力化、ノレーティーンな事項の一定化、
コマギレでない時数の必要、全体のバランス、教科間の関連や一日の変化在どが視点としてあげ
られ、示唆を与えているのであるO これらの要件だけではなしたとえば学習疲労度からの視点
を加えること托よって、新しい角度から学校生活を再設計するだけの実践ゃ研究が生まれてこな
ければならないであろう。
突は教育課程審議会が、在校時間は現在程度が適当であるとする前提自体か、確実在実証的資
料に基づいて判断したものではなく、実際的経験を有する人々の判断を基礎とする点か大である。
当然κもこの在校時間の問題は、児童生徒の発達の段階、学校所在地域の社会的状況、したかつ
て地域的差異などに、大きく影響されるものであり、また、学校と父母との協力体制の差異にも
左右されるところが多L、。在校時間だけをとってみても、さまざま左視点が成り立つのであるか
ら、教育的配慮の下κ計画される在校時間内の生活設計には、教師ごと(r(異在る観点が存在して
も不思議は左L、。これらを学校教育自標のもとで統括し、いっそう教育的価値を生み出すよう κ
運営することは、基本的な学校経営の仕事であるO ノレーティーン左学校生活のみに終始するとこ
ろに、真のゆとりと充実の内的結合は笠宮れ左いであろう。
学校生活の設計氏当って、疲労と興味花関する基礎資料の不足していることは、きわめて遺憾
とすべき点である。また、遊びと学習κ関する人間形成上の役割が、学校生活全体の中でどのよ
うに安定的在状況を保つであろうかも、的確な基礎的資料に欠けているところが多L、。教育は実
験的κ条件を統制しつつ実践することの困難さのために、仮説から検証への過程がきわめて国難
在研究状況に追いこまれるが、しかし、基本的な疲労度の問題や興味の持続性の吟味、遊びの中
に育つ教育的価値左どか、学校生活の構成に生かされるよう累積的に明確化される必要がある。
それらの要件自身の検討lfC止らず、学校生活における適用の問題として深められるべき左のであ
るO そこから臼謀表の再点検、学校環境の改善、学校Uておける授業と授業外の時間との調和、教
育課程外の教育活動の再組織在ど、重要在学校経営事項花関する改革の資料が待ちれるだろう。教
育課程外の時間か単κ放課とみ在されず、集団の組み方、場所の利用法左どを十分κ吟味して、
たとえ直接κ教師の指導はなくとも、児童生徒自身の学校生活活動を通して、自然κ人間的な何
物かをえさせるだけの工夫が必要で・あるO
現代の学校教育の実情として、教育課程外の教育活動で培われる人間性が、どれほど教育課程
の開発と実践κ組み入れられているかは定かでは左いが、教育課程の開発すらが自主的κ教育的
価櫨K基づいて行われているとはいえ在いのが普通であるとすれば、課程外の活動を深〈意義づ
けることはあまり期待でき在L、かも知れ左L、。しかし、教育課程自体の開発に当って、並行的κ
他の学校生活側面を検討すべき重要性は十分に認識され左ければなるま L、。学校経営上の重要左
課題というべき問題であるO
学校生活の計画化において、教育課程とそれ以外の学校生活の調整が第一の問題とすれば、第
二の問題は教育課程自体の開発という基本的在学校課題V亡し、かκ迫るかの計画問題である。教育
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謀程そのものの基準は、新しい学習指導要領においておそらくは答申を具体化した形て・示されよ
う。その内面的左点κついてはここでは触れ在いが、学校経営上の重要左問題点としては、誰が
教育課程の編成左いし開発を担¥，'"協静j的(1[学校の教育課程を作るのかにある。とこまでくると
教育学研究者の説く抽象的左教育課程論は、ほとんど無力化せざるをえないのでは在いか。また、
日教組の提唱する自主編成論も、自主を学校ごとと文字どおり解するかぎり、現実的Kは不可能
κ近いのが実態であろう。教育諜程の開発κ関する学校の実態に即して考えるとき、せめて文部
省、の指導書と教科書会社発行の指導蓄を中心として、批判的研究の場を設定することが、学校経
営のとるべき次替の方策かと思われる。
第三の問題は、教育課程を編成するというよりは、教育課程の絶えざる改善という意味で開発
の祝点に立っとき、授業こそがその基盤とまるものであるから、ゆとりと充実の学校生活を相互
補完的にとらえるのでは左く、授業の中で同時的に見い出すように自燥化すべきである。抽象的
に表現すれば、最も基礎的・基本的事項、の内容を精選し、毎時の授業の中で真に知的興奮を覚え
しめる授業κ徹し、その累積の上κ新しい教育課程の道を進むべきだということである。
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